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○ 荒川右岸流域下水道新河岸川上流水循環センターで使用する電気に関する入札公告（下

水道事業課） 
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１ 調達内容 

⑴   購入等件名及び数量 

   令和８年度職員用パーソナルコンピュータの賃貸借 3,199台 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 履行期間 

契約締結日から令和13年11月30日（日）まで。ただし、翌年度以降において、

歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった場合は、当該契

約を解除する。 

 ⑷ 履行場所 

   埼玉県企画財政部情報システム戦略課長が指定する場所 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。また、入札金額については、履行期間全体の総価を

入力し、又は記載すること。 

なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

 ⑵ 物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（令和６年埼玉県告示第833

号）に基づき、業種区分「物品の賃貸」のＡ等級に格付けされた者であること。 

 ⑶ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加

停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停止

措置を受けていない者であること。 

⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排

除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を

受けていない者であること。 

 ⑸ ＩＳＭＳ認証又はプライバシーマークの認定を受けている者であること。 



 

 ⑹ 納入しようとする物品が仕様書等に示す各要求事項に適合することを認めら

れた者であること（詳細は、入札説明書及び仕様書による。）。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所及び問合せ先 

   〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県企画財政

部情報システム戦略課ネットワーク・デジタル基盤担当 酒巻 電話 048-830-

2282（直通） 

 ⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

 埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情報

公開システム」からダウンロードすること。 

 ⑶ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    競争入札参加資格の確認を得た日から令和８年６月17日（水）午後１時ま

で 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

   (ｱ) 郵送の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から令和８年６月16日（火）午後５時

まで 

     なお、書留郵便によること。 

   (ｲ) 持参の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から令和８年６月17日（水）午前10時

まで 

 ⑷ 開札の場所及び日時 

   埼玉県企画財政部情報システム戦略課 令和８年６月17日（水）午後１時15

分 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則

第18号。以下「財務規則」という。）第93条第２項の規定に該当する場合は、



 

免除する。 

  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規則第81条第２項第１号又は第３号の

規定に該当する場合は、免除する。 

⑶  入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

次のいずれかの方法で令和８年５月27日（水）午後４時までに提出し、競争入

札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、提出

した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」により確認申請する。 

  イ 紙媒体の書類を上記３⑴の提出場所に郵送し、又は持参する。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規則第97条又は埼玉県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る規則（平成７年埼玉県規則第106号）第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規則第94条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 競争入札参加資格の付与 

   上記２⑵に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望するものは、埼玉

県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「競争入札参加資

格申請受付システム」から登録申請を行い、受付票その他の登録に必要な書類

を令和８年５月15日（金）までに埼玉県総務部入札審査課審査担当（〒330-9301 

   埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 電話048-830-5775（直通）） 

  へ送付すること。 

 ⑼ 支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を



 

受注者に支払うものとする。 

 ⑽ その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５  Summary 

 ⑴ Nature of Services Required: 

Lease of 3,199 personal computers for staff use. 

  ⑵ Deadline for Submissions: 

By the electronic bidding system: 1:00 p.m., June 17, 2026 

By registered mail: 5:00 p.m., June 16, 2026 

In person: 10:00 a.m., June 17, 2026 

 ⑶ Contact Information: 

Information Systems Strategy Division, Department of Planning and 

Finance, Saitama Prefectural Government 

Takasago 3-15-1, Urawa-ku, Saitama-shi, Saitama-ken 330-9301 

Tel. 048-830-2282 
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１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び数量 

   彩の国デジタルアーカイブシステムサーバ機器等の賃貸借 一式 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 履行期間 

   令和９年３月１日（月）から令和14年２月29日（日）まで。ただし、翌年度

以降において、歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除があった

場合は、当該契約を解除する。 

 ⑷ 履行場所 

埼玉県産業労働部商業・サービス産業支援課長が指定する場所 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。また、入札金額については、履行期間全体の総価を

入力し、又は記載すること。 

   なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

 ⑵ 物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（令和６年埼玉県告示第833

号）に基づき、業種区分「物品の賃貸」のＡ等級に格付けされた者であること。 

 ⑶ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加 

  停止等の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号）に基づく入札参加停止 

  措置を受けていない者であること。 

 ⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排

除措置要綱（平成21年４月１日付け入審第97号）に基づく入札参加除外措置を

受けていない者であること。 

 ⑸ ＩＳＭＳ認証又はプライバシーマークの認定を受けている者であること。 



 ⑹ 納入しようとする物品が仕様書等に示す各要求事項に適合することを認めら

れた者であること（詳細は、入札説明書及び仕様書による。）。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問合せ先 

   〒330-9301 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 埼玉県産業労働

部商業・サービス産業支援課映像コンテンツ担当 河本 電話048-830-7984（直

通） 電子メールa3750-04@pref.saitama.lg.jp 

 ⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

    埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情

報公開システム」からダウンロードすること。 

  イ 紙媒体による場合 

    上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑶ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    競争入札参加資格の確認を得た日から令和８年６月19日（金）午前10時ま

で 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

   (ｱ) 郵送の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から令和８年６月18日（木）午後５時

まで 

     なお、書留郵便によること。 

   (ｲ) 持参の場合 

     競争入札参加資格の確認を得た日から令和８年６月18日（木）午後５時

まで 

 ⑷ 開札の場所及び日時 

   埼玉県産業労働部商業・サービス産業支援課 令和８年６月19日（金）午前  

11時 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 



    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県財務規則（昭和39年埼玉県規則

第18号。以下「財務規則」という。）第93条第２項の規定に該当する場合は、

免除する。 

  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規則第81条第２項第１号又は第３号の

規定に該当する場合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

次のいずれかの方法で令和８年６月５日（金）午後３時までに提出し、競争入

札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、提出

した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」により確認申請する。 

  イ 紙媒体の書類を上記３⑴の提出場所に郵送し、又は持参する。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規則第97条又は埼玉県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る規則（平成７年埼玉県規則第106号）第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規則第94条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 競争入札参加資格の付与 

   上記２⑵に定める競争入札参加資格のない者で入札を希望するものは、埼玉

県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「競争入札参加資

格申請受付システム」から登録申請を行い、受付票その他の登録に必要な書類

を令和８年５月14日（木）までに埼玉県総務部入札審査課審査担当（〒330-9301  

埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目15番１号 電話048-830-5775（直通）へ



送付すること。 

 ⑼ 支払条件 

   発注者埼玉県は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を

受注者に支払うものとする。 

 ⑽ その他詳細は、入札説明書及び仕様書による。 

５ Summary  

⑴   Nature of Services Required: 

Lease of Server Equipment for Sainokuni Digital Archive System 

 ⑵ Deadline for Submissions: 

By electronic bidding system: 10:00 a.m., Friday, 19 June, 2026 

By registered mail: 5:00 p.m., Thursday, 18 June, 2026 

In person: 5:00 p.m., Thursday, 18 June, 2026 

 ⑶ Contact Information: 

Video Contents Group 

Commerce and Service Industry Support Division 

Department of Industry and Labor 

Saitama Prefectural Government 

3-15-1 Takasago, Urawa-ku, Saitama-shi, Saitama-ken 330-9301 Japan 

Phone: 048-830-7984 

Email: a3750-04@pref.saitama.lg.jp 
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１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び予定数量 

   荒川左岸南部流域下水道荒川水循環センターで使用する電気 

予定契約電力14,500キロワット 予定使用電力量85,966,496キロワット時 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 供給期間 

   令和８年１０月１日（木）から令和９年９月３０日（木）まで 

 ⑷ 需要場所 

   荒川左岸南部流域下水道荒川水循環センター 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同システ

ムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は持

参による入札も認める。 

   また、入札金額については、各入札者において設定する契約電力に対する単

価（基本料金単価）及び予定使用電力量に対する単価（電力量料金単価）を根

拠とし、埼玉県が提示する契約電力及び予定使用電力量に基づき算出した供給

期間全体の総価を入力し、又は記載すること。 

   なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額と

するので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を入

札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該

当しない者であること。 

⑵ 開札時において物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示

（令和６年埼玉県告示第833号）に基づき、業種区分「物品の販売」

のＡ等級に格付けされた者であること。格付けがない者が入札に参

加する場合、物品等競争入札参加資格審査に係る申請（随時申請）

等により開札時までに格付けを得ること。 

⑶ 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続

開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225



号）第21条の規定による再生手続開始の申立てがなされている者で

ないこと。ただし、会社更生法第41条の規定による更生手続開始の

決定又は民事再生法第33条の規定による再生手続開始決定を受けて

いる者を除く。 

⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、下水道局の契約に

係る入札参加停止等の措置要領（平成22年４月１日制定）に基づく

入札参加停止措置を受けていない者であること。  

⑸ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県下水道局の

契約に係る暴力団排除措置要綱（平成22年４月１日制定）に基づく

入札参加除外措置を受けていない者であること。  

 ⑹ 電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定による小売電気事業の

登録を受けている者であること。 

 ⑺ 入札説明書の様式２の別紙「二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関

する取組の状況に関する条件」を満たす者であること。 

 ⑻ 契約の締結日に関わらず、令和３年４月１日から本件入札の公告日までの間

に、国、地方公共団体又は民間企業その他の団体との契約により、１年間に

42,983,248キロワット時以上を供給する電力調達を完了した実績を有する者で

あること。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問合せ先 

   〒330-0063 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目13番３号 埼玉県下水道局

下水道事業課 管理運営担当 電話番号：048-830-5453 ＦＡＸ：048-830-4884 

 ⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

    埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情報

公開システム」からダウンロードすること。 

  イ 紙媒体による場合 

    上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑶ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    令和８年７月１日（水）午前１０時から令和８年７月３日（金）午後５時

まで 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 



    令和８年７月１日（水）午前１０時から令和８年７月３日（金）午後３時

まで 

    なお、郵送する場合は書留郵便によること。 

 ⑷ 開札の場所及び日時 

   埼玉県下水道局下水道事業課 令和８年７月１０日（金）午前１０時 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県流域下水道事業財務規程（平成

22年３月31日流域下水道事業管理規程第17号。以下「財務規程」という。）第

171条第２項の規定に該当する場合は、免除する。 

  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規程第153条第２項の規定に該当する場

合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

入札説明書に示す方法で令和８年６月１７日（水）午後３時までに提出し、競

争入札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、

提出した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規程第176条又は埼玉県流域下水道事業の物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める規程（平成22年３月31日流域下水道事業管理規程第３号）

第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規程第173条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低



の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 支払条件 

   発注者は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を受注者

に支払うものとする。 

 ⑼ 特記事項 

この入札及び契約においては、消費税及び地方消費税の合計税率は10％を

適用する。 

なお、落札決定から本契約までの間に埼玉県の契約に係る入札参加停止等

の措置要綱第３条の規定による入札参加停止措置を受けた者は、本契約を締

結できない（契約辞退を申し出るものとする。）。 

 ⑽ その他詳細は、入札説明書、仕様書及び電気需給契約書（案）による。 

5 Summary 

May 8, 2026 

(1) Nature of Services Required 

Estimated Contract Power Supply of 14,500 Kilowatts to be Used at Arakawa 

Sagan Nanbu District Sewage System Arakawa Water Circulation Center 

(Estimated Power Usage of 85,966,496 Kilowatt Hours) 

(2) Period of Service Provision 

From October 1, 2026 (Thursday) until September 30, 2027 (Thursday) 

(3) Bidding Entry Eligibility 

Must have experience providing at least 42,983,248 Kilowatt Hours under 

contract in a one-year period between April 1, 2021 and the date of this 

bidding announcement 

(4) Submission Period 

By the electronic bidding system:  

From 10 a.m. on July 1, 2026 (Wednesday) until 5 p.m. on July 3, 2026 

(Friday) 

By registered mail or in person:  

From 10 a.m. on July 1, 2026 (Wednesday) until 3 p.m. on July 3, 2026 

(Friday) 

(5) Date, Time, and Venue of Bidding 

At 10 a.m. on July 10, 2026 (Friday) at the Sewerage Works Division, 



Wastewater and Sewerage Bureau, Saitama Prefectural Government  

(6) Submission Deadline for Documents to Confirm Eligibility 

By 3 p.m. on June 17, 2026 (Wednesday) 

 

(7) Contact Information 

Operations Management Group 

Sewerage Works Division, Wastewater and Sewerage Bureau 

Saitama Prefectural Government 

3-13-3 Takasago, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken JAPAN 330-0063 

Phone: 048-830-5453 Fax: 048-830-4884 
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１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び予定数量 

   中川流域下水道中川水循環センターで使用する電気 

予定契約電力11,000キロワット 予定使用電力量64,616,272キロワット時 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 供給期間 

   令和８年１０月１日（木）から令和９年９月３０日（木）まで 

 ⑷ 需要場所 

   中川流域下水道中川水循環センター 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。 

   また、入札金額については、各入札者において設定する契約電力に対する単

価（基本料金単価）及び予定使用電力量に対する単価（電力量料金単価）を根

拠とし、埼玉県が提示する契約電力及び予定使用電力量に基づき算出した供給

期間全体の総価を入力し、又は記載すること。 

   なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない

者であること。 

⑵ 開札時において物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（令和６

年埼玉県告示第833号）に基づき、業種区分「物品の販売」のＡ等級に格付け

された者であること。格付けがない者が入札に参加する場合、物品等競争入

札参加資格審査に係る申請（随時申請）等により開札時までに格付けを得る

こと。 

⑶ 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申

立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定



による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、会社更

生法第41条の規定による更生手続開始の決定又は民事再生法第33条の規定に

よる再生手続開始決定を受けている者を除く。 

⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、下水道局の契約に係る入札

参加停止等の措置要領（平成22年４月１日制定）に基づく入札参加停止措置

を受けていない者であること。  

⑸ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県下水道局の契約に係

る暴力団排除措置要綱（平成22年４月１日制定）に基づく入札参加除外措置

を受けていない者であること。  

 ⑹ 電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定による小売電気事業の

登録を受けている者であること。 

 ⑺ 入札説明書の様式２の別紙「二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関

する取組の状況に関する条件」を満たす者であること。 

 ⑻ 契約の締結日に関わらず、令和３年４月１日から本件入札の公告日までの間

に、国、地方公共団体又は民間企業その他の団体との契約により、１年間に

32,308,136キロワット時以上を供給する電力調達を完了した実績を有する者で

あること。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問合せ先 

   〒330-0063 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目13番３号 埼玉県下水道局

下水道事業課 管理運営担当 電話番号：048-830-5453 ＦＡＸ：048-830-4884 

 ⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

    埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情

報公開システム」からダウンロードすること。 

  イ 紙媒体による場合 

    上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑶ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    令和８年７月１日（水）午前１０時から令和８年７月３日（金）午後５時

まで 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

    令和８年７月１日（水）午前１０時から令和８年７月３日（金）午後３時



まで 

    なお、郵送する場合は書留郵便によること。 

 ⑷ 開札の場所及び日時 

   埼玉県下水道局下水道事業課 令和８年７月１０日（金）午前１０時 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県流域下水道事業財務規程（平成

22年３月31日流域下水道事業管理規程第17号。以下「財務規程」という。）

第171条第２項の規定に該当する場合は、免除する。 

  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規程第153条第２項の規定に該当する場

合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

入札説明書に示す方法で令和８年６月１７日（水）午後３時までに提出し、競

争入札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、

提出した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規程第176条又は埼玉県流域下水道事業の物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める規程（平成22年３月31日流域下水道事業管理規程第３号）

第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規程第173条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 



 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 支払条件 

   発注者は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を受注者

に支払うものとする。 

 ⑼ 特記事項 

この入札及び契約においては、消費税及び地方消費税の合計税率は10％を

適用する。 

なお、落札決定から本契約までの間に埼玉県の契約に係る入札参加停止等

の措置要綱第３条の規定による入札参加停止措置を受けた者は、本契約を締

結できない（契約辞退を申し出るものとする。）。 

 ⑽ その他詳細は、入札説明書、仕様書及び電気需給契約書（案）による。 

5 Summary 

May 8, 2026 

(1) Nature of Services Required 

Estimated Contract Power Supply of 11,000 Kilowatts to be Used at Nakagawa District 

Sewage System Nakagawa Water Circulation Center (Estimated Power Usage of 

64,616,272 Kilowatt Hours) 

(2) Period of Service Provision  

From October 1, 2026 (Thursday) until September 30, 2027 (Thursday) 

(3) Bidding Entry Eligibility  

Must have experience providing at least 32,308,136 Kilowatt Hours under contract in 

a one-year period between April 1, 2021 and the date of this bidding announcement  

(4) Submission Period  

By the electronic bidding system:  

From 10 a.m. on July 1, 2026 (Wednesday) until 5 p.m. on July 3, 2026 (Friday) 

By registered mail or in person:  

From 10 a.m. on July 1, 2026 (Wednesday) until 3 p.m. on July 3, 2026 (Friday) 

(5) Date, Time, and Venue of Bidding  

At 10 a.m. on July 10, 2026 (Friday) at the Sewerage Works Division, Wastewater and 

Sewerage Bureau, Saitama Prefectural Government  

(6) Submission Deadline for Documents to Confirm Eligibility  

By 3 p.m. on June 17, 2026 (Wednesday) 

 



(7) Contact Information  

Operations Management Group 

Sewerage Works Division, Wastewater and Sewerage Bureau 

Saitama Prefectural Government 

3-13-3 Takasago, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken JAPAN 330-0063 

Phone: 048-830-5453 Fax: 048-830-4884 
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１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び予定数量 

   荒川右岸流域下水道新河岸川水循環センターで使用する電気 

予定契約電力12,060キロワット 予定使用電力量81,638,340キロワット時 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 供給期間 

   令和８年１０月１日（木）から令和９年９月３０日（木）まで 

 ⑷ 需要場所 

   荒川右岸流域下水道新河岸川水循環センター 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。 

   また、入札金額については、各入札者において設定する契約電力に対する単

価（基本料金単価）及び予定使用電力量に対する単価（電力量料金単価）を根

拠とし、埼玉県が提示する契約電力及び予定使用電力量に基づき算出した供給

期間全体の総価を入力し、又は記載すること。 

   なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない

者であること。 

⑵ 開札時において物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（令和６

年埼玉県告示第833号）に基づき、業種区分「物品の販売」のＡ等級に格付け

された者であること。格付けがない者が入札に参加する場合、物品等競争入

札参加資格審査に係る申請（随時申請）等により開札時までに格付けを得る

こと。 

⑶ 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申

立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定



による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、会社更

生法第41条の規定による更生手続開始の決定又は民事再生法第33条の規定に

よる再生手続開始決定を受けている者を除く。 

⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、下水道局の契約に係る入札

参加停止等の措置要領（平成22年４月１日制定）に基づく入札参加停止措置

を受けていない者であること。  

⑸ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県下水道局の契約に係

る暴力団排除措置要綱（平成22年４月１日制定）に基づく入札参加除外措置

を受けていない者であること。  

 ⑹ 電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定による小売電気事業の

登録を受けている者であること。 

 ⑺ 入札説明書の様式２の別紙「二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関

する取組の状況に関する条件」を満たす者であること。 

 ⑻ 契約の締結日に関わらず、令和３年４月１日から本件入札の公告日までの間

に、国、地方公共団体又は民間企業その他の団体との契約により、１年間に

40,819,170キロワット時以上を供給する電力調達を完了した実績を有する者で

あること。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問合せ先 

   〒330-0063 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目13番３号 埼玉県下水道局

下水道事業課 管理運営担当 電話番号：048-830-5453 ＦＡＸ：048-830-4884 

 ⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

    埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情

報公開システム」からダウンロードすること。 

  イ 紙媒体による場合 

    上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑶ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    令和８年７月１日（水）午前１０時から令和８年７月３日（金）午後５時

まで 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

    令和８年７月１日（水）午前１０時から令和８年７月３日（金）午後３時



まで 

    なお、郵送する場合は書留郵便によること。 

 ⑷ 開札の場所及び日時 

   埼玉県下水道局下水道事業課 令和８年７月１０日（金）午前１０時 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県流域下水道事業財務規程（平成

22年３月31日流域下水道事業管理規程第17号。以下「財務規程」という。）

第171条第２項の規定に該当する場合は、免除する。 

  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規程第153条第２項の規定に該当する場

合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

入札説明書に示す方法で令和８年６月１７日（水）午後３時までに提出し、競

争入札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、

提出した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規程第176条又は埼玉県流域下水道事業の物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める規程（平成22年３月31日流域下水道事業管理規程第３号）

第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規程第173条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 



 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 支払条件 

   発注者は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を受注者

に支払うものとする。 

 ⑼ 特記事項 

この入札及び契約においては、消費税及び地方消費税の合計税率は10％を

適用する。 

なお、落札決定から本契約までの間に埼玉県の契約に係る入札参加停止等

の措置要綱第３条の規定による入札参加停止措置を受けた者は、本契約を締

結できない（契約辞退を申し出るものとする。）。 

 ⑽ その他詳細は、入札説明書、仕様書及び電気需給契約書（案）による。 

5 Summary 

May 8, 2026 

(1) Nature of Services Required 

Estimated Contract Power Supply of 12,060 Kilowatts to be Used at Arakawa Ugan 

District Sewage System Shingashigawa Water Circulation Center (Estimated Power 

Usage of 81,638,340 Kilowatt Hours) 

(2) Period of Service Provision  

From October 1, 2026 (Thursday) until September 30, 2027 (Thursday) 

(3) Bidding Entry Eligibility  

Must have experience providing at least 40,819,170 Kilowatt Hours under contract in 

a one-year period between April 1, 2021 and the date of this bidding announcement  

(4) Submission Period  

By the electronic bidding system:  

From 10 a.m. on July 1, 2026 (Wednesday) until 5 p.m. on July 3, 2026 (Friday) 

By registered mail or in person:  

From 10 a.m. on July 1, 2026 (Wednesday) until 3 p.m. on July 3, 2026 (Friday) 

(5) Date, Time, and Venue of Bidding  

At 10 a.m. on July 10, 2026 (Friday) at the Sewerage Works Division, Wastewater and 

Sewerage Bureau, Saitama Prefectural Government  

(6) Submission Deadline for Documents to Confirm Eligibility  

By 3 p.m. on June 17, 2026 (Wednesday) 

 



(7) Contact Information  

Operations Management Group 

Sewerage Works Division, Wastewater and Sewerage Bureau 

Saitama Prefectural Government 

3-13-3 Takasago, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken JAPAN 330-0063 

Phone: 048-830-5453 Fax: 048-830-4884 
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１ 調達内容 

 ⑴ 購入等件名及び予定数量 

   荒川左岸北部流域下水道元荒川水循環センターほか９施設で使用する電気 

予定契約電力15,754キロワット 予定使用電力量50,303,334キロワット時 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 供給期間 

   令和８年１０月１日（木）から令和９年９月３０日（木）まで 

 ⑷ 需要場所 

   荒川左岸北部流域下水道元荒川水循環センターほか９施設 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。 

   また、入札金額については、各入札者において設定する契約電力に対する単

価（基本料金単価）及び予定使用電力量に対する単価（電力量料金単価）を根

拠とし、埼玉県が提示する契約電力及び予定使用電力量に基づき算出した供給

期間全体の総価を入力し、又は記載すること。 

   なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない

者であること。 

⑵ 開札時において物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（令和６

年埼玉県告示第833号）に基づき、業種区分「物品の販売」のＡ等級に格付け

された者であること。格付けがない者が入札に参加する場合、物品等競争入

札参加資格審査に係る申請（随時申請）等により開札時までに格付けを得る

こと。 

⑶ 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申

立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定



による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、会社更

生法第41条の規定による更生手続開始の決定又は民事再生法第33条の規定に

よる再生手続開始決定を受けている者を除く。 

⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、下水道局の契約に係る入札

参加停止等の措置要領（平成22年４月１日制定）に基づく入札参加停止措置

を受けていない者であること。  

⑸ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県下水道局の契約に係

る暴力団排除措置要綱（平成22年４月１日制定）に基づく入札参加除外措置

を受けていない者であること。  

 ⑹ 電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定による小売電気事業の

登録を受けている者であること。 

 ⑺ 入札説明書の様式２の別紙「二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関

する取組の状況に関する条件」を満たす者であること。 

 ⑻ 契約の締結日に関わらず、令和３年４月１日から本件入札の公告日までの間

に、国、地方公共団体又は民間企業その他の団体との契約により、１年間に

25,151,667キロワット時以上を供給する電力調達を完了した実績を有する者で

あること。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問合せ先 

   〒330-0063 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目13番３号 埼玉県下水道局

下水道事業課 管理運営担当 電話番号：048-830-5453 ＦＡＸ：048-830-4884 

 ⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

    埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情

報公開システム」からダウンロードすること。 

  イ 紙媒体による場合 

    上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑶ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    令和８年７月１日（水）午前１０時から令和８年７月３日（金）午後５時

まで 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

    令和８年７月１日（水）午前１０時から令和８年７月３日（金）午後３時



まで 

    なお、郵送する場合は書留郵便によること。 

 ⑷ 開札の場所及び日時 

   埼玉県下水道局下水道事業課 令和８年７月１０日（金）午前１０時 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県流域下水道事業財務規程（平成

22年３月31日流域下水道事業管理規程第17号。以下「財務規程」という。）

第171条第２項の規定に該当する場合は、免除する。 

  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規程第153条第２項の規定に該当する場

合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

入札説明書に示す方法で令和８年６月１７日（水）午後３時までに提出し、競

争入札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、

提出した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規程第176条又は埼玉県流域下水道事業の物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める規程（平成22年３月31日流域下水道事業管理規程第３号）

第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規程第173条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 



 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 支払条件 

   発注者は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を受注者

に支払うものとする。 

 ⑼ 特記事項 

この入札及び契約においては、消費税及び地方消費税の合計税率は10％を

適用する。 

なお、落札決定から本契約までの間に埼玉県の契約に係る入札参加停止等

の措置要綱第３条の規定による入札参加停止措置を受けた者は、本契約を締

結できない（契約辞退を申し出るものとする。）。 

 ⑽ その他詳細は、入札説明書、仕様書及び電気需給契約書（案）による。 

5 Summary 

May 8, 2026 

(1) Nature of Services Required 

Estimated Contract Power Supply of 15,754 Kilowatts to be Used at Arakawa Sagan 

Hokubu District Sewage System Motoarakawa River Water Circulation Center and 9 

Other Facilities (Estimated Power Usage of 50,303,334 Kilowatt Hours) 

(2) Period of Service Provision  

From October 1, 2026 (Thursday) until September 30, 2027 (Thursday) 

(3) Bidding Entry Eligibility  

Must have experience providing at least 25,151,667 Kilowatt Hours under contract in 

a one-year period between April 1, 2021 and the date of this bidding announcement  

(4) Submission Period  

By the electronic bidding system:  

From 10 a.m. on July 1, 2026 (Wednesday) until 5 p.m. on July 3, 2026 (Friday) 

By registered mail or in person:  

From 10 a.m. on July 1, 2026 (Wednesday) until 3 p.m. on July 3, 2026 (Friday) 

(5) Date, Time, and Venue of Bidding  

At 10 a.m. on July 10, 2026 (Friday) at the Sewerage Works Division, Wastewater and 

Sewerage Bureau, Saitama Prefectural Government  

(6) Submission Deadline for Documents to Confirm Eligibility  

By 3 p.m. on June 17, 2026 (Wednesday) 

 



(7) Contact Information  

Operations Management Group 

Sewerage Works Division, Wastewater and Sewerage Bureau 

Saitama Prefectural Government 

3-13-3 Takasago, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken JAPAN 330-0063 

Phone: 048-830-5453 Fax: 048-830-4884 
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１ 調達内容 

⑴   購入等件名及び予定数量 

   荒川左岸南部流域下水道三崎中継ポンプ場ほか１９施設で使用する電気 

予定契約電力3,422キロワット 予定使用電力量13,444,535キロワット時 

 ⑵ 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

 ⑶ 供給期間 

   令和８年１０月１日（木）から令和９年９月３０日（木）まで 

 ⑷ 需要場所 

   荒川左岸南部流域下水道三崎中継ポンプ場ほか１９施設 

 ⑸ 入札方法 

   本件入札は、「埼玉県電子入札共同システム」により行う。ただし、同シス

テムの利用者登録をしていない者については、紙媒体による入札書の郵送又は

持参による入札も認める。 

   また、入札金額については、各入札者において設定する契約電力に対する単

価（基本料金単価）及び予定使用電力量に対する単価（電力量料金単価）を根

拠とし、埼玉県が提示する契約電力及び予定使用電力量に基づき算出した供給

期間全体の総価を入力し、又は記載すること。 

   なお、落札決定に当たっては、入札書に入力され、又は記載された金額に当

該金額の10パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額を

入札書に入力し、又は記載すること。 

２ 競争入札参加資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない

者であること。 

⑵ 開札時において物品の買入れ等に係る入札参加資格に関する告示（令和６

年埼玉県告示第833号）に基づき、業種区分「物品の販売」のＡ等級に格付け

された者であること。格付けがない者が入札に参加する場合、物品等競争入

札参加資格審査に係る申請（随時申請）等により開札時までに格付けを得る

こと。 

⑶ 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申

立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定



による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、会社更

生法第41条の規定による更生手続開始の決定又は民事再生法第33条の規定に

よる再生手続開始決定を受けている者を除く。 

⑷ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、下水道局の契約に係る入札

参加停止等の措置要領（平成22年４月１日制定）に基づく入札参加停止措置

を受けていない者であること。  

⑸ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、埼玉県下水道局の契約に係

る暴力団排除措置要綱（平成22年４月１日制定）に基づく入札参加除外措置

を受けていない者であること。  

 ⑹ 電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条の２の規定による小売電気事業の

登録を受けている者であること。 

 ⑺ 入札説明書の様式２の別紙「二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関

する取組の状況に関する条件」を満たす者であること。 

 ⑻ 契約の締結日に関わらず、令和３年４月１日から本件入札の公告日までの間

に、国、地方公共団体又は民間企業その他の団体との契約により、１年間に

6,722,268キロワット時以上を供給する電力調達を完了した実績を有する者であ

ること。 

３ 入札書の提出場所等 

 ⑴ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合の提出場所、契約条項を示す場

所、入札説明書及び仕様書の交付場所並びに問合せ先 

   〒330-0063 埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目13番３号 埼玉県下水道局

下水道事業課 管理運営担当 電話番号：048-830-5453 ＦＡＸ：048-830-4884 

 ⑵ 入札説明書及び仕様書の交付方法 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」による場合 

    埼玉県ホームページを開き、「電子入札総合案内」を選択して、「入札情

報公開システム」からダウンロードすること。 

  イ 紙媒体による場合 

    上記⑴の交付場所において交付する（事前に電話により連絡すること。）。 

 ⑶ 入札書受付期間 

  ア 「埼玉県電子入札共同システム」を使用する場合 

    令和８年７月１日（水）午前１０時から令和８年７月３日（金）午後５時

まで 

  イ 紙媒体の入札書を郵送し、又は持参する場合 

    令和８年７月１日（水）午前１０時から令和８年７月３日（金）午後３時



まで 

    なお、郵送する場合は書留郵便によること。 

 ⑷ 開札の場所及び日時 

   埼玉県下水道局下水道事業課 令和８年７月１０日（金）午前１０時 

４ その他 

 ⑴ 契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

 ⑵ 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 

    入札者は、見積もった契約金額に入札保証金の率（100分の５以上）を乗じ

た額を納付するものとする。ただし、埼玉県流域下水道事業財務規程（平成

22年３月31日流域下水道事業管理規程第17号。以下「財務規程」という。）

第171条第２項の規定に該当する場合は、免除する。 

  イ 契約保証金 

    契約の相手方は、契約金額に契約保証金の率（100分の10以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規程第153条第２項の規定に該当する場

合は、免除する。 

 ⑶ 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札への参加を希望する者は、入札説明書に示す必要な書類を

入札説明書に示す方法で令和８年６月１７日（水）午後３時までに提出し、競

争入札参加資格の確認を得なければならない。また、入札事務の担当者から、

提出した書類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

 ⑷ 入札の無効 

   次に掲げる入札書は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者の提出した入札書 

  イ 入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書 

  ウ 財務規程第176条又は埼玉県流域下水道事業の物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める規程（平成22年３月31日流域下水道事業管理規程第３号）

第９条の規定に該当する入札書 

 ⑸ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑹ 落札者の決定方法 

   財務規程第173条の規定に基づいて定められた予定価格の制限の範囲内で最低

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 



 ⑺ 手続における交渉の有無 

   無 

 ⑻ 支払条件 

   発注者は、適法な代金請求書を受理した日から30日以内に当該代金を受注者

に支払うものとする。 

 ⑼ 特記事項 

この入札及び契約においては、消費税及び地方消費税の合計税率は10％を

適用する。 

なお、落札決定から本契約までの間に埼玉県の契約に係る入札参加停止等

の措置要綱第３条の規定による入札参加停止措置を受けた者は、本契約を締

結できない（契約辞退を申し出るものとする。）。 

 ⑽ その他詳細は、入札説明書、仕様書及び電気需給契約書（案）による。 

5 Summary 

May 8, 2026 

(1) Nature of Services Required 

Estimated Contract Power Supply of 3,422 Kilowatts to be Used at Arakawa Sagan 

Nanbu District Sewage System Misaki Relay Pumping Station and 19 Other Facilities  

(Estimated Power Usage of 13,444,535 Kilowatt Hours) 

(2) Period of Service Provision  

From October 1, 2026 (Thursday) until September 30, 2027 (Thursday) 

(3) Bidding Entry Eligibility  

Must have experience providing at least 6,722,268 Kilowatt Hours under contract in a 

one-year period between April 1, 2021 and the date of this bidding announcement  

(4) Submission Period  

By the electronic bidding system:  

From 10 a.m. on July 1, 2026 (Wednesday) until 5 p.m. on July 3, 2026 (Friday) 

By registered mail or in person:  

From 10 a.m. on July 1, 2026 (Wednesday) until 3 p.m. on July 3, 2026 (Friday) 

(5) Date, Time, and Venue of Bidding  

At 10 a.m. on July 10, 2026 (Friday) at the Sewerage Works Division, Wastewater and 

Sewerage Bureau, Saitama Prefectural Government  

(6) Submission Deadline for Documents to Confirm Eligibility  

By 3 p.m. on June 17, 2026 (Wednesday) 

 



(7) Contact Information  

Operations Management Group 

Sewerage Works Division, Wastewater and Sewerage Bureau 

Saitama Prefectural Government 

3-13-3 Takasago, Urawa-ku 

Saitama-shi, Saitama-ken JAPAN 330-0063 

Phone: 048-830-5453 Fax: 048-830-4884 
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